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論文要旨 
 
A Study on the Acquisition of English Inflectional Morphology by Advanced L2 
Learners 
（第二言語学習者の英語屈折形態素習得研究） 
 
小島 さつき 
 
本博士論文は、第二言語学習者の屈折形態素使用に関わる諸問題の原因解明
について取り組んでいる。本論文は、特に、主要な二つの仮説に関して検討す
る。機能素性欠陥仮説と表層屈折要素欠落仮説である。機能素性欠陥仮説 
（Hawkins and Chan（1997）、Tsimpli and Roussou（1991）、Hawkins and Liszka 
（2003）、Hawkins（2003）、Hawkins and Hattori（2006）、Tsimpli and Dimitrakopoulou 
（2007））においては、第二言語学習者の母語において具現化されなかった形式
素性は、第二言語学習者の統語表示から完全に喪失しているとするものである。
一方、表層屈折要素欠落仮説（Hazneder and Schwartz（1997）、Lardiere（1998 a, b）、
Prévost and White（2000）、White（2003）、Prévost（2008）、Yoshimura and Nakayama
（2009））は、素性の習得とその他の統語的特性は利用可能であるが、言語処理
やコミュニケーション時のプレッシャーが原因となり、抽象的統語素性を適切
に形態素として具現化する際に問題が生じるとしている。これらの仮説は、こ
れまで多大な成果を出しているが、第二言語学習者の屈折形態素の不完全な使
用に関しての妥当な説明はまだない。このような背景を踏まえて、本論文では、
独自の調査に基づいて、これら二つの主要な仮説のうち、どちらが第二言語学
習者の屈折形態素使用の不完全性に対して妥当な説明を与えることができるの
かを検証するとともに、日本人英語学習者の英語屈折形態素使用の実態を説明
する素性組み合わせ条件を提案する。 
第１章では、まず導入として、第二言語習得とはどのような学問であるのか、
そして、何を解明するべき目標として掲げているのかが説明される。続いて、
本論文の目的について、これまでに提案された仮説を踏まえて、説明される。
さらに、本論文の各章の内容が要約される。 
第２章では、第二言語習得研究の歴史的流れについて、目標文法は習慣形成
によって習得されるとする行動主義の考え方が主流となった 1950 年代から、現
在の第二言語習得研究までを、特に、第二言語習得研究の時代背景を４つの段
階に分けて概観する。 
第３章は、生成文法の基本概念と Radford （2004, 2009, 2016）を参照した極
小主義プログラムの近年の枠組みを提示する。本論文は、生成文法理論を基に
した第二言語習得研究、特に極小主義プログラムを枠組みとしているため、極
小主義プログラムの理論的概念や分析的手段の理解は本論文に直接的関わりを
もつ。さらに、本章の最後には、第二言語学習者の初期状態における普遍文法
の利用可能性に関する 3つの仮説を概観する。 
第４章では、本論文で扱う問題に関する先行研究を概観する。まず初めに、
機能素性欠陥仮説を支持する Hawkins and Liszka（2003）と Hawkins and Hattori 
（2006）の研究を、次に、表層屈折要素欠落仮説を支持する Prévost and White 
（2000）と Yoshimura and Nakayama（2009）の研究を概観し、本章の研究の位置
づけを明確にする。 
第５章では、表層屈折要素欠落仮説の妥当性を検証した。もし 表層屈折要素
欠落仮説が正しいとすれば、PF における別の操作に関しても同様に、第二言語
学習者にとっては習得が困難と予測できる。本章では、上級レベルの日本人英
語学習者 10名を被験者とし、do挿入を介する助動詞 doの疑問文と do挿入を介
さない法助動詞の疑問文の日本語を英語に訳すタスクを行い、その誤りを分析
した。日本人英語学習者は、yes-no 疑問文において、法助動詞と助動詞 do の移
動を誘発し、do 挿入を要請する強 T 素性を習得しなければならないが、もし、
PFでの操作すべてが第二言語学習者にとって困難であるとすれば、強 T素性の
習得よりも do挿入の習得の困難性が、誤りの原因となると予測できる。データ
分析の結果、法助動詞の疑問文と助動詞 do の疑問文の誤りの間には、違いがみ
られないことが分かった。この結果、日本語に存在する「する」挿入に関して
は、第二言語において習得が困難とならないと提案した。結論として、本章で
は、すべての PFにおける操作が、第二言語学習者にとって習得が困難となるわ
けではないことを示した。つまり、表層屈折要素欠落仮説は、妥当な仮説では
ない可能性を示した。 
第 6 章では、機能素性欠陥仮説の妥当性に関して検討した。もし、母語にな
い素性は、第二言語においては喪失し、習得が困難となるとする機能素性欠陥
仮説が正しいとすると、 第二言語学習者の母語に存在する素性のみが習得可能
であると予測できる。本章の課題は、第二言語学習者が、母語に存在する素性
の組み合わせを習得できるかどうかである。特に、tense 素性、φ素性、そして
affix 素性の組み合わせに関して検討する。このことを検証するために、上級レ
ベルの日本人英語学習者 10 名を被験者とし、動詞の屈折（特に、三単現の s と
過去形）に関して、インタビューによる自然発話によるデータを取った。デー
タ分析の結果、本被験者は、三単現の s と過去形の時制を適切に付加しているこ
とがわかった。この結果を基に、本章では、日本語のφ素性の可能性をまず検
討し、さらに素性組み合わせ条件を提案した。この提案を仮定することにより、
日本人英語学習者のほぼ完璧な屈折形態素の使用に関して説明できただけでな
く、部分的ではあるが、機能素性欠陥仮説を支持する結果となった。 
第７章では、本論文で提示した結果について簡単に振り返りながら、本論
文の諸結果の拡張可能性についていくつか示唆を行うことで論文を結んだ。 
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論  文  名 
A STUDY ON THE ACQUISITION OF ENGLISH 
INFLECTIONAL MORPHOLOGY BY ADVANCED L2 
LEARNERS 
 本研究は、生成文法理論の極小主義プログラムの枠組みで、第二言語（L2）習得における学習者
の屈折形態素使用に関わる問題に取り組んだものである。現在、生成文法理論に基づく L2 習得研究
において主要な仮説となっている 2 つの仮説について、独自の調査に基づいて検証するとともに、新
たな分析と提案を行っている。以下、各章の概要である。 
 第 1 章では、L2 習得研究の研究分野として特性と本研究の目的が述べられている。 
 第 2 章では、L2 習得研究の歴史的流れについて、黎明期の 1950 年から現在に至るまで、4 つの段
階に分けて概観され、本研究の背景を浮き彫りにしている。 
 第 3 章では、本研究が立脚する生成文法の基本的概念と、分析の具体的枠組みとしての極小主義プ
ログラムの諸概念が提示されている。 
 第４章では、本研究で検証される機能素性欠陥仮説と表層屈折要素欠落仮説について、それぞれの
代表的論文が概観される。L2 学習者は、一般に、屈折形態素の処理について不完全性が観察される。
前者は、この不完全性を、L2 学習者の母語において具現化されなかった形式素性は、L2 学習者の統
語表示から喪失していることによるものと説明する。後者は、関連する素性の習得は可能であるが、
運用上の要因により、統語素性を形態的に具現化する際に問題が生じるとしている。本章では、2 つ
の仮説の根拠となった調査結果が紹介され、本研究の調査との比較のための基盤が示されている。 
 第5章では、表層屈折要素欠落仮説について、上級レベルの日本人英語学習者を被験者とした do 挿
入に関する調査に基づいて検証されている。その結果、同仮説の予測に反して、日本人英語学習者は
do 挿入の習得が困難ではないことが示されるとともに、この結果に対する説明が与えられている。 
 第 6 章では、表層屈折要素欠落仮説について、上級レベルの日本人英語学習者を被験者とした三人
称単数現在形の-s と過去形に関する調査に基づき、同仮説が部分的にではあるが支持されることが示
され、L2 習得における母語の形式素性の利用に関わる「素性組み合わせ条件」が提案されている。 
 第 7 章は、結論と今後の研究展開への見通しが述べられている。 
 以上のように、本研究は、機能素性欠陥仮説と表層屈折要素欠落仮説について、独自の調査に基づ
いてそれぞれの妥当性を検証し、機能素性欠陥仮説の優位性を示している。さらに既存の仮説では説
明されなかった現象に独自の説明を与えるとともに、L2習得に関わる新たな提案を行っている。本研
究の成果は、英語学習をはじめとする L2 習得研究に新たな知見をもたらすとともに、言語理論研究
の進展に寄与している。 
 よって、本論文の提出者は、博士（文学）の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認めら
れる。 
 
